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３

月

定

例

会

３

月

定

例

会

こ
ん
な
こ
と
が
決
ま
り
ま
し
た

町
の
運
営
費
と

財
政
事
情

税
条
例
等
の
一
部
改
正
に
よ
り
時
期
が
延
長

国
保
税
等
減
免

　 
措
置
を
継
続

介
護
保
険
料
の

　
判
定
見
直
し

基金・積立金残高（町の貯金）　平成 28年度末見込

財政調整基金　　

減債基金

津波被災基金

復興交付金基金

電源立地促進対策

交付金施設維持基金

震災復興基金

その他の基金の計

　合　　計　　　    　

20 億 0411 万円

 3 億 4599 万円

 1 億 7769 万円

11 億 9033 万円

 1 億 6661 万円

 3724 万円

 7 億 1648 万円

46 億 3845 万円

町民１人あたりの貯金　　約94万円
平成 29 年３月 31 日現在 4,935 人をもとに算出

地方債残高（町の借金）　平成 28年度末見込

地方債（一般会計） 　　　22 億 9776 万円

土地開発事業　　　　　　  2 億 2640 万円

下水道事業　　　　　　　10 億 2851 万円

農業集落排水事業　　 　 　2 億 3600 万円

　合　　計　　　　　　　37 億 8867 万円

町民１人あたりの借金　　約77万円

29年度会　 計　 名
平成 29 年度当初

予 算 額
平成 28 年度当初

予 算 額
採決の状況

一 般 会 計 87 億 9357 万円 103 億 7313 万円

原案可決

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険 11 億 5838 万円 11 億 3228 万円

土 地 開 発 事 業 3 億 9740 万円 1 億 5936 万円

公 共 下 水 道 事 業 2 億 4783 万円 2 億 3111 万円

農業集落排水事業 3151 万円 3063 万円

介 護 保 険 4 億 8754 万円 5 億 2363 万円

後 期 高 齢 者 医 療 2103 万円 2061 万円

合　　　　　計 111 億 3726 万円 124 億 7075 万円

※金額は、全て千円未満を切り捨てて表示しています。

周知用のリーフレット

エ
コ
カ
ー
減
税
等
の
延
長

　

軽
自
動
車
の
エ
コ
カ
ー

減
税
が
平
成
29

年
度
ま
で

延
長
さ
れ
ま
し
た
。

　

軽
自
動
車
税
の
環
境
性

能
割
（
軽
自
動
車
を
取
得

し
た
と
き
に
課
税
さ
れ
る

町
税
）
の
導
入
及
び
法
人

の
町
民
税
に
係
る
法
人
税

割
の
改
正
（
９
・
７
％
か

ら
６
・
０
％
へ
引
き
下
げ
）

の
時
期
が
平
成
29

年
４
月

１
日
か
ら
平
成
31

年
10

月

１
日
ま
で
延
長
さ
れ
ま
し

た
。

　

国
の
財
政
支
援
が
継
続

と
な
っ
た
こ
と
に
よ
り
、

国
民
健
康
保
険
と
介
護
保

険
の
窓
口
負
担
や
保
険
税

（
料
）
が
上
位
所
得
層
を

除
き
、
平
成
29

年
度
も
継

続
さ
れ
ま
す
。

　

介
護
保
険
料
は
、
土
地

を
譲
渡
し
た
場
合
、
翌
年

の
所
得
が
急
増
し
、
保
険

料
が
高
額
に
な
る
場
合
が

あ
り
ま
し
た
。

　

高
齢
者
の
負
担
軽
減
を

図
る
た
め
、
長
期
譲
渡
所

得
又
は
短
期
譲
渡
所
得
に

掛
か
る
特
別
控
除
を
控
除

し
て
用
い
る
こ
と
に
な
り

ま
し
た
。

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
延
長

　

個
人
の
町
民
税
か
ら
控

除
す
る
こ
と
が
で
き
る
住

宅
借
入
金
等
特
別
控
除

（
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
）
の

適
用
年
度
及
び
居
住
年
が

２
年
間
延
長
さ
れ
、
そ
れ

ぞ
れ
、
平
成
43

年
度
及
び

平
成
33

年
ま
で
と
な
り
ま

し
た
。

人
事
案
件
に
全
員
が
同
意

道
路
線
の
認
定

工
事
委
託
に
関
す
る
変
更
協
定
の
締
結

工
事
請
負
契
約
の
変
更

　

広
野
構
内
を
東
西
に
結

ぶ
町
道
「
広
野
駅
未
来
線
」

の
工
事
が
28

年
度
で
竣
工

す
る
こ
と
に
伴
う
、
道
路

線
の
認
定
に
つ
い
て
の
議

案
を
可
決
し
ま
し
た
。

鈴
す ず き

木 光
こういち

一 氏

（上北迫）

固定資産評価審査
委員に再任

路線名
起　点

距　離
終　点

広野駅未来線
下浅見川字柳町地先

125.2 ｍ
下浅見川字柳町地先

平成 29 年４月に開通となりました

協定の目的（変更なし）

　常磐線広野構内避難通路（こ線人道橋）

　新設工事

全体協定の金額

　２億6030万円を

　２億3307万5724円に変更

　（2722万4276円の減額）

　【理由】施工数量の減など

協定の年度（変更なし）

　平成27年度から平成28年度

協定の相手方

　東日本旅客鉄道株式会社

　執行役員水戸支社長　向山 路一を

　執行役員水戸支社長　輿石 逸樹に変更

工事の名称（変更なし）

　日の出橋橋梁整備工事

工事請負代金

　３億240万円を

　２億9184万4080円に変更

　（1055万5920円の減額）

　【理由】施工数量の減

工　期（変更なし）

　着工　平成27年10月17日

　完成　平成29年 3月24日

請負者（変更なし）

　田中・五社山特定建設工事共同企業体


